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はじめに 
 

個々人が持っている知識や能力を資産（人的資産）としてとして見ようとする考え方は

１８世紀まで遡ることができる。しかし、人的資本は、具体的な姿や形があるわけでもな

く、定義することも難しいものである。このため、その長い歴史にもかかわらず、その測

定は、課題として残されたままになっている。政策当局者にとって、経済を成長させるに

はどうすべきか、労働市場を活性化するにはどうすべきということについてより深く理解

するために、人的資本を理解し数値化する必要性が次第に高まってきている。それは、そ

の国の長期にわたる持続的成長経路を想定するためであり、また、教育部門の成果及び生

産性を測定するためである。 

 

このような要請から、２０１３年の欧州統計家会合（ＣＥＳ）において、人的資本測定

タスクフォースが設置された。このタスクフォースの目的は、人的資本の測定に関する検

討状況を、特に家計サテライト勘定の試作の動向に焦点をあてて、調査することであった。

各国がよく知られた手法によって人的資本サテライト勘定が試作できるよう、タスクフォ

ースは、支援するための手引書及び参考事例集を作成することを求められた。 

 

この冊子は、タスクフォースの作業の成果である。この内容については、２０１６年２

月から３月にかけて、欧州統計家会合の参加国及び関係する国際機関が合同で、各国に対

して意見照会を行い、レビューが行われた。また、人的資本の測定は、世界中の統計関係

者にとって重要な案件であることから、国際連合統計部は、２０１６年の７月から８月に

かけて、国際連合の全世界の加盟国に対して意見照会をかけた。２０１６年１０月、欧州

統計家会合理事会は、この指針を承認した。 

 

国際連合欧州経済委員会（UNECE）として、この冊子の作成に携わった多くの専門家

に、謝意を表する。 
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